
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －
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事務所、倉庫兼共
同住宅

店舗兼共同住宅、営業所
が混在する路線商業地域

柴崎370 m

特にない １８ｍ国道 柴崎駅西方370 m

新型コロナウィルス感染拡大が縮小し、需要が旺盛だが、建築コスト
の上昇が著しく、不動産市場に影響を及ぼしている。

甲州街道沿いの路線商業地であり、街路条件に優れ、画地規模によっ
ては需要者層が異なる。

画地規模は標準的な規模であり、特段の変化は把握されない。

店舗兼共同住宅等が建ち並ぶ幹線道路沿いの路線商業地域であり、地域要因に特段の変動はない。新型コロナウ
ィルス感染拡大の影響も少なくなり、空室も少なくなってきた。
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

対象不動産の近隣地域は、幹線道路沿線の店舗付住宅等が連担する商住混在の路線商業地域。主として対象地の背後地
の住民であるが、住宅等も混在し、幹線道路沿いではあるが、繁華性の程度は少し劣り収益性は低い。よって、収益価
格は低く抑えられているため、比準価格を標準として、収益価格を関連づけて、鑑定評価額を上記のように決定した。

同一需給圏は調布市の京王沿線駅及び隣接その周辺市内の幹線道路沿いの地域である。需要者の中心は、同一需給圏の
、地元の事業者や個人投資家が挙げられ、規模が大きければマンション開発業者等も考えられる。商業繁華性が低いも
のの駅接近性や街路条件に支えられ需要はあるが、新型コロナウィルス感染拡大の影響での空室がみられたが回復基調
にある。上昇の兆しは認められて、土地は、１㎡程度で３６万円から４２万円程度が需要の中心である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

調布(都) －5 5

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 5

調布(都)　5 － 5 東京都 多摩第２ 不動産鑑定士 佐藤　孝二

愛生不動産鑑定事務所

令和 4 6 22

令和 4 7 1

調布市柴崎一丁目６番１外 446

1：1.2
ＲＣ 3F 1B

南東18 m
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高度(2種最高25m)
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100 100 40 0 ３階建程度の店舗付共同住宅地

18 25 450 長方形

準住居
(70,200)
準防
高度(2種最高25m)

３階建程度の店舗付共同住宅地 角地                          +2.0
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